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小山市中小企業等省エネルギー設備導入支援補助金 交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、物価高騰の影響を受ける市内事業者を支援するため、小山市中

小企業等省エネルギー設備導入支援補助金（以下「補助金」という。）を交付するこ

とに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号

のいずれにも該当する者とする。 

(1) 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に規定する

中小企業者、社会福祉法人、医療法人、特定非営利活動法人、一般社団法人若

しくは一般財団法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、学校法人、組合

（農業協同組合、消費生活協同組合、中小企業等協同組合法（昭和２４年法律

第１８１号）に基づく組合等をいう。）又は有限責任事業組合 

(2) 市内に事業所を有し、かつ、市内で事業活動を営む者であって、引き続き市

内において事業を継続する意思を有する者 

(3) 市税の滞納がない者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者は、交付対象者としない。 

(1)  小山市暴力団排除条例（平成２３年条例第１８号）第２条第１号に規定す

る暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員等若しくは同条例第６条第１項に

規定する密接関係者である者（役員等（法人である場合は理事、取締役、執行

役、監事、監査役その他経営に実質的に関与している者、団体である場合は代

表者その他経営に実質的に関与している者をいう。）を含む。） 

(2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２

２号）第２条第５項及び第１３項に規定する性風俗関連特殊営業又は当該営業

に係る接客業務受託営業を行う者 

(3) 農業を主たる事業として営む者 

(4) 土地改良区 

(5) その他市長が適当でないと認める者 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、交付対象

者が本市の区域内において次項に掲げる設備を導入するもので、令和６年１月１日

から令和６年１２月３１日までの期間に設備の設置及び代金の支払いが行われた

事業とする。 

２ 補助金の交付対象となる設備（以下「対象設備」という。）は、次のとおりとする。 
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品目区分 省エネ性能 

ＬＥＤ照明 － 

【省エネ性能】     ★2.0 以上 

【エネルギー消費効率】 50.0lm/W 以上 

のいずれかを満たすこと 

エアコン 
家庭用 【省エネ性能】     ★2.0 以上 

業務用 【省エネ基準達成率】  100％ 以上 

冷蔵・冷凍庫 業務用 【省エネ基準達成率】  100％ 以上 

３ 前項の省エネ性能とは、経済産業省が定める統一省エネラベルに表示された性能

をいう。 

４ 第２項のエネルギー消費効率とは、全光束（または定格光束）をルーメンで表し

た数値を、消費電力（または定格消費電力）をワットで表した数値で除して得られ

る数値をいう。 

５ 第２項の省エネ基準達成率とは、トップランナー制度に基づいて定められた機器

ごとの省エネ基準の達成率をいう。なお、業務用エアコンについては目標年度2015

年度、業務用冷蔵・冷凍庫については目標年度2016年度とする。 

 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、補助対象事業の用に供する経費のうち、次項に定める経費（以

下「補助対象経費」という。）の合計額に２分の１を乗じて得た額（その額に１，０

００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）以内とし、予算の範囲内で交

付する。ただし、３０万円を限度とする。 

２ 補助対象経費は、次の各号に掲げる経費とする。 

(1) 対象設備の購入費 

(2) 設置工事費 

(3) 対象設備に係る部品及び付帯設備費 

(4) リサイクル処理費及び処分費 

(5) 消費税 

３ 次の各号に掲げる経費は、補助対象外とする。 

(1) 修理費、補償費及び保守料 

(2) 対象設備の仕入れに係る運搬費及び送料 

(3) 利用料及びリース料 

(4) 中古品への更新費 

(5) 振込手数料 

(6) その他市長が当該補助金の対象として不適切と認める経費 

 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする交付対象者（以下「申請者」という。）は、小

山市中小企業等省エネルギー設備導入支援補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）
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に、次に掲げる書類を添えて令和７年１月３１日までに市長に申請しなければなら

ない。 

(1) 誓約書兼同意書（様式第２号） 

(2) 経費明細書 

(3) 納品書のコピー 

(4) 補助対象経費が確認できる領収書またはレシートの写し 

(5) 対象設備の機能や省エネ性能が分かるもの（カタログ等）の写し 

(6) 対象設備を設置したことが分かる写真 

(7) 登記事項証明書、開業等の届出書又は申請の日において市の区域内で事業を

行っている者であることが分かる書類の写し 

(8) 市税の納税証明書（写しでも可） 

(9) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は、各交付対象者につき１回とする。 

 

（交付決定等） 

第６条 市長は、前条第１項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、補

助金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の可否を決定したときは、小山市中小企

業等省エネルギー設備導入支援補助金交付決定通知書（様式第３号）又は小山市中

小企業等省エネルギー設備導入支援補助金不交付決定通知書（様式第４号）により、

その旨を当該申請者に通知の上、補助金の交付を決定した申請者（以下「交付決定

者」という。）に対し、速やかに補助金を交付するものとする。 

 

（補助金の返還等） 

第７条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前条

の補助金の交付決定を取り消し、既に交付した補助金があるときは、その全部又は

一部を返還させることができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定又は交付を受けたとき。 

(2) 法令若しくはこの要領の規定に違反したとき、又は市長の指示に従わないと

き。 

 

（報告及び調査） 

第８条 市長は、補助金の交付に関し必要があると認めるときは、申請者に対し、必

要な報告を求め、又は調査することができる。 

２ 申請者は、前項の規定により市長から報告又は調査を求められたときは、これに

協力しなければならない。 

 

（補則） 
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第９条 この要領に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

 

附 則 

この要領は、令和６年１月２５日から施行し、令和６年１月１日から適用する。 

 


